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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 4,841 △15.0 590 △24.5 644 △16.8 312 △78.2

18年９月中間期 5,693 15.1 781 △4.5 774 △7.9 1,434 105.5

19年３月期 11,609 － 1,682 － 1,733 － 1,819 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 15 01 15 01

18年９月中間期 69 22 69 00

19年３月期 87 71 87 46

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 23,418 21,266 90.6 1,018 97

18年９月中間期 24,116 20,988 86.9 1,010 43

19年３月期 25,268 21,335 84.2 1,022 56

（参考）自己資本 19年９月中間期 21,255百万円 18年９月中間期 20,961百万円 19年３月期 21,288百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 108 △1,290 △319 3,929

18年９月中間期 △273 △790 △247 6,725

19年３月期 444 △2,724 △370 5,419

２．配当の状況

 １株当たり配当金額

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 10 00 15 00 25 00

20年３月期 10 00 －

20年３月期（予想） － 0 00 10 00

 （注）平成20年３月期（予想）は、平成19年12月17日公開買付け状況によっては、配当修正の取締役会決議を行う予定で

あります。

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,500 △9.6 1,300 △22.7 1,400 △19.3 900 △50.5 43 20
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、18ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 21,077,920株 18年９月中間期 20,992,240株 19年３月期 21,065,920株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 247,494株 18年９月中間期 247,234株 19年３月期 247,254株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、38ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 4,368 △7.4 429 △27.9 822 26.4 515 62.3

18年９月中間期 4,714 △1.2 595 △19.5 650 △16.8 317 △52.3

19年３月期 10,034 － 1,377 － 1,465 － 1,644 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 24 77

18年９月中間期 15 33

19年３月期 79 29

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 22,647 20,665 91.2 992 09

18年９月中間期 21,623 19,301 89.2 930 42

19年３月期 23,209 20,536 88.5 986 44

（参考）自己資本 19年９月中間期 20,665百万円 18年９月中間期 19,301百万円 19年３月期 20,536百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,400 △6.3 1,000 △27.4 1,500 2.4 1,000 △39.2 48 00

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されています業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、当

該予想数値の修正に関する事項は、平成19年11月13日公表の「平成20年３月期中間期及び通期業績予想の修正に関

するお知らせ」をご参照ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

 ① 当中間連結会計期間の経営成績

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的に顕在化しております経済・世情不安や原油価格の持続的高

騰等を背景にして不透明感を一層強めております。

 このような情勢の中、当社グループは、国内では当社の主要市場であります半導体関連業界の設備投資の抑制もあ

り回転灯・表示灯関連製品の売上が伸び悩みました。一方、今後注力分野としてネットワーク関連機器を中心に展開

しております新規ビジネス事業は、前年同期比130％の好調な販売を堅持し、加えて重点事業として新たに傾注してお

ります緊急地震速報関連事業が10月1日より一般家庭への速報配信が開始されたことに伴い、引合いや受注が一層活発

化しており、更なる成長を期待できるものとみております。また車両機器事業におきましては、市町村合併に伴う特

殊車両の配備抑制や大型車両の灯火規制強化に伴う回転灯類の架装需要減少といった事業環境をかかえ、販売は前年

同期比97％と厳しい状況にありますが、オールＬＥＤ散光式警光灯やＨＩＤ(メタルハライド)サーチライト等の新製

品投入も相まって販売確保に努めております。

 また、海外では東欧地区へ販路を拡大した成果も相乗して欧州地域の販売が引続き好調に推移しております。主要

市場国であります米国におきましては投資低迷の影響等があり、海外事業全般としては前年同期比96％の販売に留ま

りましたが、海外現地のニーズに沿った製品開発の強化や非ＦＡ市場への販路展開等により、今後とも販売余地が大

きい海外事業を確実に展開してまいります。

 さらに、ＬＥＤ表示ボード製品は、車輌搭載用製品において製品仕様の見直しが遅れたことや、ＦＡ関連分野にお

ける大型投資物件の減少等により売上高は前年同期比減となりました。液晶製品は、主な販売製品をモニタ・ディス

プレイ製品群に絞って効率的な販売を追求していることから、売上高は前年同期比減となりました。

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は上記要因に加えて昨年度同期間に㈱ＰＨエレクトロニクス（平成18年10

月末に全株を譲渡したことにより子会社ではなくなりました）の売上として5億49百万円があり、その売上減少分をカ

バーしきれなかったことも影響し4,841百万円（前年同期比15.0％減）と減収となりました。利益面では、売上高の減

少等の影響により営業利益は前年同期比191百万円減少し590百万円（同比24.5％減）となり、また経常利益も前年同

期比130百万円減少し644百万円（同比16.8％減）となり、中間純利益は前年同期においてトーインビル㈱の解散に伴

う税効果会計を適用したこと等もあり1,122百万円減少し312百万円（同比78.2％減）と減益となりました。

 ② 当期の見通し

 今後の経済情勢については、住宅市況の悪化等による米国経済の低迷、原油価格の高騰により資源価格へ波及する

懸念から世界経済は一段と厳しい状況に推移すると予想されます。また、日本国内においても消費の低迷、為替相場

が円高傾向により、特に輸出産業への影響が計り知れない情勢にあります。このような状況下、当社の主力市場であ

るＦＡ分野（産業機器関連）は、製造業の設備投資が低迷することが予想されます。またもう一方の主力市場である

車輌機器関連は、公共予算緊縮の影響で官公庁向けが伸び悩むものの、民需向けは青色防犯製品等の売上拡大が見込

め、総じて横ばいが予想されます。また海外は半導体関連市場での売上回復や、中国販社を中心にした売上の伸び悩

むことが予想されますが、今後も海外市場対応製品の開発・販売の強化を講じてまいります。さらに、こうした状況

の下、当社グループは「ものづくりの原点に返る」を基本ポリシーとして、品質体制の強化、顧客志向の徹底等を図っ

てまいります。また、引き続き間接業務の効率化、製造コストの削減に取り組み、収益力の維持・向上を推進してま

いります。

通期の見通しは、売上高105億円（対前期比9.6％減）、営業利益13億円（同比22.7％減）、経常利益14億円（同比

19.3％減）、当期純利益9億円（同比50.5％減）と予想しております。

(2）財政状態に関する分析

　当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ14億90百万円減少し、当中間連結会計期間末の資金残高は39億29百万円（前年同期比27億95百万円減）となり

ました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果、得られた資金は1億8百万円（前年同期に使用した資金は2億73百万円）となりました。これは

主に税金等調整前中間純利益5億69百万円及び減価償却費1億34百万円等があり、また法人税等の支払い5億38百万

円及びたな卸資産の増加が83百万円等により資金の減少があったことによります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果、使用した資金は12億90百万円（前年同期は7億90百万円使用）となりました。これは主に投資

有価証券の取得による支出10億2百万円及び有形固定資産の取得による支出4億65百万円等があったことによりま

す。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー
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　財務活動の結果、使用した資金は3億19百万円（前年同期に使用した資金は2億47百万円）となりました。これ

は主に株式の発行による収入6百万円等がありましたが、一方で配当金の支払い3億12百万円等があったことによ

ります。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

 当社は、前年中間期において初めて実施いたしました中間配当を、当中間決算期においても実施することとし、

平成19年9月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿の記載または記録された株主に対し、１株当たり10円の中間配当

を実施いたします。

　従来、配当につきましては、堅実なる企業収益力の確保と向上を図りながら、安定的かつ継続的に実施してまい

りましたが、平成19年11月14日付で㈲福寅による当社普通株式等の公開買付けが発表され、当社は、本公開買付け

に賛同の意を表明することを決議したのを期に、本公開買付けが成立することを条件に、今後事業展開を見直し、

財務内容の充実を目的とした内部留保を厚くするため、平成20年3月期の配当予想を修正し、無配とすることを決議

いたしました。

 内部留保金につきましては、メーカーとしての生命線であります新製品開発や技術研究を始め、海外事業の推進、

産学連携や他企業との協業・提携といった次代につながる有意義な投資に見極めをもって活用し、競争力強化や永

続的な事業拡大を図ってまいります。

(4）事業等のリスク

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。

　なお、文中においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は中間決算短信の発表日現在において

入手可能な情報を基に判断しております。

①　競合について

　ユーザーの低価格志向は一段と強まる傾向にあります。こうした動向を狙って、国内の同業他社及びアジア地域

からの低価格品の市場投入が増加してきていることから、当社製品についても販売価格は低下傾向にあります。こ

の傾向は今後も継続すると想定されることから、当社においても海外生産子会社への生産移管はもとより、日本国

内工場でも引続き製造コストの削減等の対応を図っております。

　今後において、競合他社の低価格戦略等により更に価格競争が激化し、当社において十分な対応ができなかった

場合には、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　また、今後の事業展開や新製品の販売動向によっては、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②　生産体制について

　当社グループは、国内の三田工場に加え、低価格志向ユーザーの需要に対応するために、平成11年２月に海外生

産拠点としてインドネシア共和国バタム島にPT.PATLITE INDONESIA（連結子会社）を設立し、また平成17年３月に

は中国で表示灯の委託生産を本格稼動させ、これらに加えて平成18年９月に「青島派特莱電子有限公司」（中国青

島）（連結子会社）を設立し、中国における車輌市場の深耕、攻略を図るとともに、これら生産拠点を日本を中心

に一元的に運営しております。今後において、海外生産拠点においても現地における政情不安が生じた場合や、海

上輸送による船舶事故が生じた場合、生産量増加に見合う人員の確保に困難が生じた場合等には、製品の供給体制

や生産活動に制約を受け当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。さらに、為替相場の動向によっ

ても、製造コストを増加させる要因となり経営成績に影響を与える可能性があります。

③　産業財産権について

　当社の製品開発においては、「他社製品と差別化できる製品」を基本コンセプトとしております。当社製品につ

いては、類似品の市場参入を防ぐため、特許権を始めとして、実用新案権、意匠権及び商標権等の産業財産権の取

得による保護を推進しており、国内及び海外において積極的に産業財産権の申請を行っております。

　しかし、申請した全ての産業財産権が認定される保証はなく、また認定されたとしても、他社により類似品が市

場に投入される場合もあります。当社においては、法的手続等を含めて必要な対応策を実施しておりますが、これ

により当社製品の全てが保護される保証はありません。これらのことから、場合によっては当社における機会損失

に繋がる可能性があります。

　また、国内及び海外諸国において、当社に先んじて他社が産業財産権の認定を受けた場合、当社製品が他社の

産業財産権を侵害、あるいは市場参入が困難となる可能性もあり、事業展開の制約となる可能性があります。

④　製造物責任について

　当社グループでは日本（三田工場）、インドネシア（バタム工場）、中国（委託生産）において生産活動を行い、

特に品質管理に重点を置き製造を行っております。しかしながら、製品に重大な欠陥が発生しないという保証はあ

りません。当社グループは製造物責任保険については加入しておりますが、製品に重大な欠陥が発生したような場

合には製造物責任賠償として多額の補償や、信用低下を招き、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があ

ります。
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⑤　自然災害について

　当社グループは、製造、物流、販売を世界に展開しており、予測不可能な自然災害、コンピュータウイルス、テ

ロといった多くの事象によって引き起こされる災害、停電等によって事業活動に制約を受け、経営成績に影響を与

える可能性があります。

⑥　今後の資金調達等について

　平成19年11月14日付で㈲福寅による当社普通株式等の公開買付けが発表され、当社は、本公開買付けに賛同の意

を表明することを決議しております。本公開買付けの結果によっては、当社株式が上場廃止となる可能性があり、

また今後の資金調達等に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況
　当社の企業集団は、株式会社パトライト（当社）及び子会社５社で構成されており、主な事業内容は回転表示灯機
器、音声周辺機器、液晶並びにＬＥＤ表示機器の製造販売であります。
　事業内容と「事業の種類別セグメント情報」の事業区分は同一であり、当社及び関係会社の当該事業における位置
付け並びに事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりであります。

事業の種類別セグメント
の名称

主要製品 主要な会社

電子警報機器事業
各種回転表示灯
散光式警光灯
各種積層式信号灯
電子サイレンアンプ
電子音報知器
音声合成報知器
セキュリティ機器

製造
当社
PT. PATLITE INDONESIA
青島派特莱電子有限公司

販売

当社
PATLITE(U.S.A.)CORPORATION
PATLITE(SINGAPORE)PTE LTD
派特莱電子（上海）有限公司
青島派特莱電子有限公司

電子情報伝達機器事業
液晶表示機器
ＬＥＤ表示機器

製造、販売 当社

　上記記載事項の事業系統図は、次のとおりであります。

 
得     意     先 

当    社 

PT. PATLITE INDONESIA 

製  品 ①、② 製  品 ① 

製  品 ① 

製  品 ① 
販売会社 

製造会社 

仕掛品・製品 ① 

PATLITE(SINGAPORE) 
PTE LTD 

PATLITE(U.S.A.) 
CORPORATION 

製  品 ① 

派特莱電子（上海）
有限公司 

製  品 ① 

製  品 ① 

販売会社 
製品① 

材 料 

青島金特莱機電科技有限公司 

青島派特莱電子有限公司 

製 品 ①  
製造・販売会社 製 品 ① 

販売会社 

　（注）　①　電子警報機器
②　電子情報伝達機器
③　青島金特莱機電科技有限公司と当社とは、人事・出資は関係ありません。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、「世界中の人たちに『安心・安全・楽楽』をお届けし社会に貢献します」を経営理念として企業

価値創造の中核指針に据えております。併せて重点方針として「ものづくりの原点に返る」を合言葉に、①お客様重

視 ②独自能力の追求 ③株主様重視 ④社員重視 ⑤社会との調和 の５つの視点で事業展開に取り組んでおります。

(2）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループは、マイクロモータの独自開発からオリジナルブランド製品の回転灯「パトライト」を創出し、お客

様の声を最大限に反映した製品開発に継続して取組んできた歴史を礎として大切に育み、お客様要望に基づくタイム

リーで迅速な製品開発を強化し、お客様が必要な時に必要な物を必要なだけ供給出来る生産体制を整えて、マザー工

場として位置づけてしております三田工場（兵庫県三田市）基準のものづくり－“made by PATLITE”－によるグロー

バル体制の生産と販売を、グループ総力を挙げチームワークをもって推進してまいります。

具体的重点事業として、海外事業の推進、ネットワーク・ソリューションを中心とする他企業との連携、ＬＥＤ照

明やアミューズメントといった新市場の開拓、オールＬＥＤ散光式警光灯や防爆表示灯、インテリジェント生産管理

板といった新製品の開発に積極果敢に取組んでまいります。

(3）会社の対処すべき課題

 当社グループを取巻く事業環境は、若年層を中心とした車離れや住宅着工戸数減少等の影響による国内企業の投資

先行き懸念や石油原料価格の持続的高騰、米国を始めとする主要先進国の経済成長不振等、複雑かつ厳しい状況にあ

りますが、こうした外的要因に大きく左右されることなく、独自性を追求して堅実なる企業成長を果たす事が取組課

題であると認識しております。

 当社グループにおいては、こうした様々な懸念材料に翻弄されることが無いよう、「ものづくりの原点」を常に見

据えた施策を着実に実行し、一層安定した企業体質の構築に邁進してまいります。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間期
比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預
金

7,015,348 4,224,964  5,716,158

２．受取手形及
び売掛金

 ※３ 2,872,641 2,642,538  2,936,476

３．たな卸資産 2,004,312 1,911,935  1,995,468

４．未収入金 8,595 12,654  109,249

５．繰延税金資
産

177,627 178,436  157,008

６．その他 109,965 146,078  663,150

７．貸倒引当金 △1,310 △1,546  △1,546

流動資産合計 12,187,179 50.5 9,115,062 38.9 △3,072,117 11,575,965 45.8

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資
産

※１、
２

(1）建物及び
構築物

2,873,740 3,868,289 4,059,590

(2）機械装置
及び運搬
具

140,419 144,512 139,978

(3）工具器具
及び備品

299,127 336,948 338,562

(4）土地 4,634,881 5,662,913 5,771,247

(5）建設仮勘
定

847,495 8,795,664 324,808 10,337,471 1,541,807 176,170 10,485,550

２．無形固定資
産

(1）電話加入
権

4,868 4,868 4,868

(2）ソフト
ウェア

7,419 31,350 23,412

(3）ソフト
ウェア仮
勘定

－ 314,260 214,949

(4）その他 582 12,869 297 350,775 337,905 434 243,664
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間期
比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他
の資産

(1）投資有価
証券

708,930 1,562,089 680,039

(2）長期貸付
金

－ － 260

(3）長期前払
費用

791 15,818 14,104

(4）繰延税金
資産

2,312,187 1,937,675 2,168,024

(5）差入保証
金

50,090 60,904 62,106

(6）ゴルフ会
員権

59,500 28,700 28,700

(7）その他 23,988 22,299 22,442

(8）貸倒引当
金

△34,901 3,120,588 △12,000 3,615,488 494,900 △12,000 2,963,677

固定資産合計 11,929,122 49.5 14,303,735 61.1 2,374,613 13,692,892 54.2

資産合計 24,116,302 100.0 23,418,798 100.0 △697,504 25,268,857 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間期
比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形及
び買掛金

※３ 1,021,538 875,701  1,212,740

２．短期借入金 20,836 32,560  45,053

３．未払金 210,815 229,987  452,812

４．未払費用 134,878 139,070  128,986

５．未払法人税
等

130,281 86,237  1,179,845

６．賞与引当金 256,000 252,001  248,000

７．その他 233,443 133,266  246,377

流動負債合計 2,007,794 8.3 1,748,823 7.5 △258,970 3,513,817 13.9

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引
当金

190,770 7,373  7,492

２．役員退職慰
労引当金

37,625 35,782  48,292

３．繰延税金負
債

563,285 －  －

４．預り保証金 328,231 349,180  348,007

５．その他 － 11,140  15,372

固定負債合計 1,119,912 4.7 403,476 1.7 △716,436 419,164 1.7

負債合計 3,127,707 13.0 2,152,300 9.2 △975,407 3,932,981 15.6

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１．資本金   2,807,323 11.6  2,831,828 12.1 24,504  2,828,396 11.1

２．資本剰余金   2,822,452 11.7  2,846,871 12.2 24,418  2,843,451 11.3

３．利益剰余金   15,340,676 63.6  15,518,372 66.3 177,695  15,518,006 61.4

４．自己株式   △131,141 △0.5  △131,404 △0.6 △263  △131,163 △0.5

株主資本合計   20,839,311 86.4  21,065,667 90.0 226,355  21,058,689 83.3

Ⅱ　評価・換算差額
等

           

１．その他有価証
券評価差額金

  161,811 0.7  154,263 0.6 △7,548  235,229 0.9

２．為替換算調整
勘定

  △39,672 △0.2  5,579 0.0 45,251  △5,454 △0.0

評価・換算差額
等合計

  122,139 0.5  159,842 0.6 37,703  229,774 0.9

Ⅲ　少数株主持分   27,144 0.1  40,988 0.2 13,843  47,412 0.2

純資産合計   20,988,595 87.0  21,266,498 90.8 277,902  21,335,876 84.4

負債純資産合計   24,116,302 100.0  23,418,798 100.0 △697,504  25,268,857 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期
比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 5,693,804 100.0 4,841,482 100.0 △852,322 11,609,254 100.0

Ⅱ　売上原価 3,066,721 53.9 2,409,897 49.8 △656,823 6,102,995 52.6

売上総利益 2,627,083 46.1 2,431,584 50.2 △195,498 5,506,259 47.4

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１ 1,845,724 32.4 1,841,241 38.0 △4,483 3,824,146 32.9

営業利益 781,358 13.7 590,343 12.2 △191,014 1,682,112 14.5

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 7,050 28,915 17,369

２．受取配当金 5,613 6,152 9,092

３．退職給付会計
基準変更時差
異処理額

14,827 － 14,827

４．為替差益 2,719 － 11,370

５．不動産賃貸収
入

2,892 48,308 40,931

６．その他 5,622 38,725 0.7 15,753 99,130 2.0 60,404 15,819 109,411 0.9

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 472 1,015 1,074

２．株式交付費 845 1,355 1,370

３．売上割引 5,448 5,441 10,859

４．不動産賃貸費
用

36,687 28,869 31,676

５．為替差損 － 8,190 －

６．その他 1,843 45,297 0.8 － 44,872 0.9 △425 12,562 57,543 0.5

経常利益 774,787 13.6 644,602 13.3 △130,184 1,733,980 14.9

Ⅵ　特別利益

１．退職給付引当
金取崩

※２ － － 138,151

２．ゴルフ会員権
譲渡益

※３ 2,428 － 12,220

３．その他 － 2,428 0.0 － － － △2,428 3,953 154,326 1.3
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期
比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失

１．減損損失 ※５ － － 188,813

２．固定資産売却
損

※６ － 8,428 －

３．固定資産除却
損

※４ 302 5,837 817

４．たな卸資産評
価損 

 － 59,223 －

５．その他 675 978 0.0 1,444 74,934 1.5 73,956 675 190,306 1.6

税金等調整前
中間(当期)純
利益

776,237 13.6 569,668 11.8 △206,569 1,698,000 14.6

法人税、住民
税及び事業税

113,911 15,381 1,038,234

法人税等調整
額

△770,144 △656,232 △11.6 248,063 263,445 5.4 919,678 △1,159,739 △121,505 △1.1

少数株主損失  2,255 0.0  6,423 0.1 4,168  － －

中間（当期）
純利益

1,434,725 25.2 312,646 6.5 △1,122,079 1,819,505 15.7
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,789,806 2,804,974 14,195,016 △130,992 19,658,805

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 17,517 17,477   34,994

剰余金の配当（千円）（注）   △310,435  △310,435

役員賞与金（千円）（注）   △10,650  △10,650

中間純利益（千円）   1,434,725  1,434,725

連結子会社決算日変更に伴う剰
余金増加額（千円）

  32,019  32,019

自己株式の取得（千円）    △149 △149

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）
（千円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

17,517 17,477 1,145,659 △149 1,180,505

平成18年９月30日　残高（千円） 2,807,323 2,822,452 15,340,676 △131,141 20,839,311

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 196,440 △72,106 124,334 － 19,783,140

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（千円）     34,994

剰余金の配当（千円）（注）     △310,435

役員賞与金（千円）（注）     △10,650

中間純利益（千円）     1,434,725

連結子会社決算日変更に伴う剰余
金増加額（千円）

    32,019

自己株式の取得（千円）     △149

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）
（千円）

△34,628 32,434 △2,194 27,144 24,949

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△34,628 32,434 △2,194 27,144 1,205,455

平成18年９月30日　残高（千円） 161,811 △39,672 122,139 27,144 20,988,595

 （注）平成18年６月28日定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 2,828,396 2,843,451 15,518,006 △131,163 21,058,689

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 3,432 3,420   6,852

剰余金の配当（千円）   △312,279  △312,279

中間純利益（千円）   312,646  312,646

自己株式の取得（千円）    △295 △295

自己株式の処分千円）    54 54

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）
（千円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

3,432 3,420 366 △240 6,977

平成19年９月30日　残高（千円） 2,831,828 2,846,871 15,518,372 △131,404 21,065,667

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 235,229 △5,454 229,774 47,412 21,335,876

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（千円）     6,852

剰余金の配当（千円）     △312,279

中間純利益（千円）     312,646

自己株式の取得（千円）     △295

自己株式の取得（千円）     54

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）
（千円）

△80,965 11,034 △69,931 △6,423 △76,355

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△80,965 11,034 △69,931 △6,423 △69,378

平成19年９月30日　残高（千円） 154,263 5,579 159,842 40,988 21,266,498
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,789,806 2,804,974 14,195,016 △130,992 19,658,805

連結会計年度中の変動額

新株の発行（千円） 38,589 38,476   77,065

剰余金の配当（千円）（注）   △310,435  △310,435

剰余金の配当（千円）   △207,450  △207,450

役員賞与金（千円）（注）   △10,650  △10,650

当期純利益（千円）   1,819,505  1,819,505

連結子会社決算日変更に伴う剰
余金増加額（千円）

  32,019  32,019

自己株式の取得（千円）    △171 △171

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（千円）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

38,589 38,476 1,322,989 △171 1,399,883

平成19年３月31日　残高（千円） 2,828,396 2,843,451 15,518,006 △131,163 21,058,689

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 196,440 △72,106 124,334 － 19,783,140

連結会計年度中の変動額

新株の発行（千円）     77,065

剰余金の配当（千円）（注）     △310,435

剰余金の配当（千円）     △207,450

役員賞与金（千円）（注）     △10,650

当期純利益（千円）     1,819,505

連結子会社決算日変更に伴う剰余
金増加額（千円）

    32,019

自己株式の取得（千円）     △171

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（千円）

38,788 66,651 105,440 47,412 152,852

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

38,788 66,651 105,440 47,412 1,552,736

平成19年３月31日　残高（千円） 235,229 △5,454 229,774 47,412 21,335,876

 （注）平成18年６月28日定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）
金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

税金等調整前中間
（当期）純利益

776,237 569,668  1,698,000

減価償却費 146,122 134,699  350,601

貸倒引当金の増減額
（△減少額）

△83 －  △22,748

退職給付引当金及び
役員退職慰労引当金
の減少額

△382,115 △12,629  △554,727

受取利息及び受取配
当金

△12,664 △35,068  △26,462

支払利息 472 1,015  1,074

株式交付費 845 1,355  1,370

減損損失 － －  188,813

固定資産除売却損 302 14,266  817

売上債権の増減額
（△増加額）

120 293,937  △63,713

未収入金の増減額
（△増加額）

32,308 △4,655  32,906

たな卸資産の増減額
（△増加額）

△255,788 83,532  △246,945

仕入債務の増減額
（△減少額）

△240,488 △337,038  △49,286

未払消費税等の増減
額（△減少額）

25,250 166,853  △95,685

その他 98,138 △280,581  197,298

小計 188,659 595,354 406,695 1,411,313

利息及び配当金の受
取額

13,601 52,230  26,633

利息の支払額 △472 △1,015  △1,074

法人税等の支払額 △475,073 △538,257  △991,986

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

△273,285 108,312 381,597 444,885
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）
金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

定期預金の払戻によ
る収入

1,483 －  －

定期預金の預入によ
る支出

－ △704  △4,605

有形固定資産の取得
による支出

△785,895 △465,648  △2,613,271

投資有価証券の取得
による支出

△2,790 △1,002,816  △5,132

有形固定資産の売却
による収入

－ 293,683  －

貸付金の回収による
収入

465 560  －

投資有価証券の償還
による収入 

－ －  91,363

その他 △3,500 △115,393  △192,562

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△790,237 △1,290,318 △500,080 △2,724,208

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

短期借入金の増加額
（△：減少）

－ △12,493  24,030

株式の発行による収
入

34,994 6,852  77,065

少数株主からの払込
による収入

29,400 －  47,412

自己株式の取得によ
る支出

△149 △240  △171

配当金の支払額 △310,435 △312,279  △517,885

その他 △1,032 △1,355  △1,370

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△247,222 △319,517 △72,295 △370,918

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

32,434 11,034 △21,399 66,651

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増加額（△：減少）

△1,278,311 △1,490,489 △212,178 △2,583,590

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

7,971,455 5,419,884 △2,551,571 7,971,455

Ⅶ　子会社の決算日変更に
伴う現金及び現金同等
物の増加

32,019 － △32,019 32,019

Ⅷ　現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※ 6,725,163 3,929,394 △2,795,768 5,419,884
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社は、下記の６社であり

ます。

　PATLITE(U.S.A.)CORPORATION 

　PATLITE(SINGAPORE)PTE LTD  

　PT.PATLITE INDONESIA 

　派特莱電子（上海）有限公司

 トーインビル㈱

 ㈱ＰＨエレクトロニクス

　　なお、㈱ＰＨエレクトロニクスつ

いては、当中間連結会計期間におい

て新たに設立し、連結の範囲に含め

ております。

　　また青島派特莱電子有限公司につ

いては、資本金の払込みは平成18年

10月以降となっており設立時点にお

ける資本金がないため連結の範囲か

ら除外しております。

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社は、下記の５社であり

ます。

　PATLITE(U.S.A.)CORPORATION 

　PATLITE(SINGAPORE)PTE LTD  

　PT.PATLITE INDONESIA 

　派特莱電子（上海）有限公司

 青島派特莱電子有限公司

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありましたトーインビル㈱

は清算したため、連結の範囲から除

いております。

 また、㈱ＰＨエレクトロニクス に

ついても前連結会計年度において全

株式を譲渡したことにより、連結の

範囲から除いております。

１．連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しております。

連結子会社は、下記の７社でありま

す。

PATLITE(U.S.A.)CORPORATION

PATLITE(SINGAPORE)PTE LTD 

PT.PATLITE INDONESIA

派特莱電子（上海）有限公司  

トーインビル㈱ 

青島派特莱電子有限公司

㈱ＰＨエレクトロニクス 

　上記のうち、青島派特莱電子有限

公司 は当連結会計年度において新

たに設立したことにより連結の範囲

に含めております。なお、平成18年

４月より連結範囲に含めていた㈱Ｐ

Ｈエレクトロニクスは、平成18年10

月に株式を全株譲渡したことにより

子会社ではなくなっております。ま

た、トーインビル㈱ は、平成19年

３月に解散決議を行っております。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用している関連会社

はありません。

 （２）持分法を適用していない非連結

子会社（青島派特莱電子有限公

司）は、資本金の払込みは平成18

年10月以降となっており設立時点

における資本金がないため持分法

の適用範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用している関連会社は

ありません。

２．持分法の適用に関する事項

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

 中間決算日が中間連結決算日（９

月30日）と異なる連結子会社は、次

のとおりであります。

中間決算日 会社名

 6月30日
 PATLITE(SINGAPORE)

PTE LTD  

 6月30日  派特莱電子有限公司

 6月30日
 PATLITE(U.S.A.)

CORPORATION 

　上記３社の中間決算日と中間連結

決算日との差が３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の中間決算日現

在の中間財務諸表を基礎として連結

を行っております。

 　ただし、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結

決算上必要な調整を行っております。

 なお、PT.PATLITE INDONESIAは、

当中間連結会計期間より決算日を12

月31日から３月31日に変更しており

ます。

 また、決算期変更に伴う１月１日

から３月31日までの損益は、中間連

結株主資本等変動計算書にて、現金

及び現金同等物は中間連結キャッ

シュ・フロー計算書の末尾にて必要

な調整を行っております。

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

 中間決算日が中間連結決算日（９

月30日）と異なる連結子会社は、次

のとおりであります。

中間決算日 会社名

 6月30日
 PATLITE(SINGAPORE)

PTE LTD  

 6月30日  派特莱電子有限公司

 6月30日
 青島派特莱電子有限公

司

 6月30日
 PATLITE(U.S.A.)

CORPORATION 

　上記４社の中間決算日と中間連結

決算日との差が３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の中間決算日現

在の中間財務諸表を基礎として連結

を行っております。

 ただし、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結

決算上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する

事項

　連結決算日は３月31日ですが、

トーインビル㈱及びPT.PATLITE 

INDONESIA以外の各海外連結子会社

の決算日はいずれも12月31日であり

ます。各社の決算日と連結決算日と

の差が３ヶ月以内であるため、当該

連結子会社の事業年度に係る財務諸

表を基礎として連結を行っておりま

す。

　ただし、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については調整を行っ

ております。

なお、PT.PATLITE INDONESIAは、

当連結会計年度より決算日を12月31

日から３月31日に変更しております。

また、決算期変更に伴う１月１日か

ら３月31日までの損益は、連結株主

資本等変動計算書にて、現金及び現

金同等物は連結キャッシュ・フロー

計算書の末尾にて必要な調整を行っ

ております。 
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

 －

 

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

 満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

 －

 

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）

時価のないもの

　移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

製品・仕掛品

　総平均法による原価法。

但し、連結子会社のうち

PATLITE(U.S.A.)

CORPORATION 及び

PT.PATLITE INDONESIA に

ついては先入先出法による

低価法

③　たな卸資産

製品・仕掛品

同左

③　たな卸資産

製品・仕掛品

同左

原材料

　移動平均法による原価法。

ただし、主要な連結子会社に

ついては先入先出法による低

価法

原材料

同左

原材料

同左

貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定

率法を採用し、在外連結子会社

は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子

会社については平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物　  ７～50年 

機械装置及び運搬具６～12年

工具器具及び備品  ２～８年

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

定額法

 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物　  ７～50年 

機械装置及び運搬具６～12年

工具器具及び備品  ２～８年

 （会計方針の変更）

 従来、当社の有形固定資産の

減価償却方法として定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採

用しておりましたが、平成19年2

月に三田工場にテクノセンター

を併設し、これを機に平成19年3

月から平成19年5月までの期間に

おいて各有形固定資産の使用実

態を調査した結果、概ね耐用年

数の各期間において使用の程度

がほぼ同じであり、かつ、補修

及び機能維持のための修繕費が

各期間で同程度に発生している

ことが明らかになったため、投

下資本コストを毎期平均的に負

担させることが経営実態をより

適切に反映する合理的な方法で

あると判断し、またより適切な

費用配分に基づく合理的な期間

損益計算を行うために当中間連

結会計期間より減価償却方法を

定率法から定額法に変更しまし

た。この結果、従来の方法によっ

た場合に比べ、当中間連結会計

期間の減価償却費は65,646千円

減少し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそ

れぞれ65,646千円増加していま

す。

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定

率法を採用し、海外連結子会社

は定額法を採用しておりま

す。

　ただし、当社及び国内連結子

会社については平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物 　　７～50年 

機械装置及び運搬具 ６～12年 

工具器具及び備品　 ２～８年
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

無形固定資産

　定額法

　ただし、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに充て

るため、支給見込み額のうち当

中間連結会計期間に負担すべき

金額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払いに充て

るため、支給見込み額のうち当

連結会計年度に負担すべき金額

を計上しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

③　退職給付引当金

　当社において、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

　なお、会計基準変更時差異

（△296,553千円）については、

10年間の均等取崩額を収益に計

上する方法で処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することにしております。

　また、現地国の法令に基づく

期末要支給額を計上している在

外連結子会社が１社あります。

③　退職給付引当金

現地国の法令に基づく期末要

支給額を計上している在外連結

子会社が１社あります。

③　退職給付引当金

　当社において、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　なお、会計基準変更時差異

（△296,553千円)は、10年間の

均等取崩額を収益に計上する方

法で処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

　また、現地国の法令に基づく

期末要支給額を計上している在

外連結子会社が１社あります。

（追加情報）

 当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成18年10月１日に

適格退職年金制度より確定拠出

年金制度及び前払退職金制度へ

移行し、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適

用しております。本移行に伴う

影響額は、特別利益として

138,151千円を計上しておりま

す。 

④　役員退職慰労引当金

　当社については、役員の退職

慰労金の支出に充てるため、内

規に基づく中間連結会計期間末

要支給額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

④　役員退職慰労引当金

　当社については、役員の退職

慰労金の支出に充てるため、内

規に基づく期末要支給額を計上

しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

連結子会社の資産及び負債は、各

社の中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めており

ます。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

同左

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社の資産及び負債は、各社の決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

(5）重要なリース取引の処理方法

　当社のリース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によって

おります。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については、振

当処理の要件を満たしている場

合は、振当処理を行っておりま

す。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

デリバティブ取引

（為替予約取引）

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能

性がある外貨建金銭債権債務

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　外貨建売掛金及び買掛金残高

の範囲に限定しており、ヘッジ

対象に係わる為替相場変動リス

クのヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　当社の利用するヘッジ手段

（為替予約取引）は、ヘッジ対

象の残高の範囲内で同一通貨に

より、決済期日も同期間で行っ

ているため、高い有効性がある

と判断しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金、及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

同左

５．連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 ）

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号　平

成17年12月9日）を適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、20,961,450千円であります。

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

────── 　（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当連結会計年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は、21,288,464千円であります。

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

（中間連結損益計算書 ）

 前中間連結会計期間において、「新株発行費」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間より「株式交付

費」として表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書 ）

 前中間連結会計期間において、「新株発行費」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間より「株式交付

費」として表示しております。

──────

 

 

 

──────

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は、4,334,853千円であります。

※１．有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は、3,495,350千円であります。

※１．有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は4,481,046千円であります。

※２．有形固定資産から直接控除した減損損

失累計額は、195,212千円であります。

※２．　　　　────── ※２．有形固定資産から直接控除した減損損

失累計額は、342,125千円であります。

※３．中間連結会計期間末日満期手形、一括

決済方式及び債務引受型一括決済方式

の会計処理については、手形交換日又

は決済日をもって決済処理しておりま

す。当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日でありましたが、満期日又

は決済日に以下の債権及び債務の決済

が行われたものとして処理しておりま

す。

 受取手形及び売掛金　 80,835千円

 支払手形及び買掛金　257,141千円

※３．中間連結会計期間末日満期手形、一括

決済方式及び債務引受型一括決済方式

の会計処理については、手形交換日又

は決済日をもって決済処理しておりま

す。当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日でありましたが、満期日又

は決済日に以下の債権及び債務の決済

が行われたものとして処理しておりま

す。

 受取手形及び売掛金   67,734千円

 支払手形及び買掛金  158,182千円

※３．連結会計年度末日満期手形、一括決済

方式及び債務引受型一括決済方式の会

計処理については、手形交換日又は決

済日をもって決済処理しております。

当連結会計年度末日は金融機関の休日

でありましたが、満期日又は決済日に

以下の債権及び債務の決済が行われた

ものとして処理しております。

受取手形及び売掛金 222,357千円 

支払手形及び買掛金 295,048千円

－ 26 －



（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

荷造・運送費    92,066千円

給与手当 526,589

賞与引当金繰入額 143,252

退職給付費用 25,991

役員退職慰労引当金繰

入額
11,336

賃借料 84,839

減価償却費 41,562

研究開発費 282,115

荷造・運送費  90,312千円

給与手当 511,090

賞与引当金繰入額 141,080

退職給付費用 36,817

役員退職慰労引当金繰

入額
4,316

賃借料 94,059

減価償却費 36,357

研究開発費 308,516

荷造・運送費    207,816千円

給与手当 1,052,610

賞与引当金繰入額 131,145

退職給付費用 61,811

役員退職慰労引当金繰

入額
22,003

賃借料 212,292

減価償却費 114,760

研究開発費 579,839

※２．　　　　　───── ※２．　　　　　───── ※２．退職給付引当金取崩益は、平成18年10月

に適格退職年金制度より確定拠出年金制度及

び前払退職金制度へ移行したことに伴うもの

であります。　　　　

※３．　　　　　───── ※３．　　　　　───── ※３．ゴルフ会員権譲渡益は、貸倒引当金戻

入益7,900千円、ゴルフ会員権売却益4,320

千円であります。

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。

建物及び構築物      113千円

工具器具及び備品        173千円

機械装置及び運搬具       15千円

合計      302千円

建物及び構築物    227千円

工具器具及び備品 3,382千円

機械装置及び運搬具  2,127千円

長期前払費用  99千円

合計 5,837千円

建物及び構築物   173千円

機械装置及び運搬具     15千円

工具器具及び備品   628千円

合計    817千円

※５．　　　　　───── ※５．　　　　　───── ※５．減損損失

(1) 減損損失を認識した資産グループの概

要　　　　

　　　　用途　　　研究開発施設

　　種類　　　土地・建物

　　場所　　　大阪府八尾市

　　金額内訳　土地     41,900千円

　　　　　　　建物    146,913千円

(2) 資産のグルーピングの方法 

事業用資産については事業部門毎に、

遊休資産については個別物件毎にグルー

ピングしております。

(3) 減損損失を認識するに至った経緯 

当該研究開発施設は、三田工場内に

建設中でありました研究開発施設が完

成したことに伴い当連結会計年度末に

おいて遊休化しています。現在売却す

ることが確実となったことから、回収

可能価額が帳簿価額を下回ることによ

り、減損損失を計上しました。

(4) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しております。

※６．　　　　　───── ※６．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。

※６．　　　　　─────

建物及び構築物   4,027千円

土地 4,401千円

合計 8,428千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

 前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式

普通株式（注）１ 20,942 49 － 20,992

合計 20,942 49 － 20,992

自己株式

普通株式（注）２ 247 0 － 247

合計 247 0 － 247

 （注）１．普通株式の発行済株式の総数の増加49千株は、ストック・オプションの行使により新株式の発行を実施したこ

とによる増加であります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 310,435 15 平成18年３月31日 平成18年６月28日

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月８日

取締役会
普通株式 207,450 利益剰余金 10 平成18年9月30日 平成18年12月11日
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 当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式

普通株式（注）１ 21,065 12 － 21,077

合計 21,065 12 － 21,077

自己株式

普通株式（注）２ 247 0 0 247

合計 247 0 0 247

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加12千株は、旧商法の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）及び旧商法

の規定に基づく新株引受権の行使による増加であります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、また自己株式の株式

数の減少0千株は、単元未満株式の売渡しによります。

 

 ２．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 312,279 15 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月15日

取締役会
普通株式 208,304 利益剰余金 10 平成19年9月30日 平成19年12月10日
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 前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式

普通株式（注）１ 20,942 123 － 21,065

合計 20,942 123 － 21,065

自己株式

普通株式（注）２ 247 0 － 247

合計 247 0 － 247

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加123千株は、旧商法の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）及び旧商

法の規定に基づく新株引受権の行使による増加であります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 144,667

合計 － － － － － 144,667

 ３．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 310,435 15 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月８日

取締役会
普通株式 207,450 10 平成18年９月30日 平成18年12月11日

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 312,279 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月28日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定    7,015,348千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
   △290,184千円

現金及び現金同等物    6,725,163千円

現金及び預金勘定    4,224,964千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△295,569千円

現金及び現金同等物    3,929,394千円

現金及び預金勘定   5,716,158千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
 △296,274千円

現金及び現金同等物    5,419,884千円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価

額相当

額

減価償

却累計

額相当

額

中間期

末残高

相当額

千円 千円 千円

工具器具及び

備品
277,507 128,312 149,194

合計 277,507 128,312 149,194

取得価

額相当

額

減価償

却累計

額相当

額

中間期

末残高

相当額

千円 千円 千円

工具器具及び

備品
241,459 140,275 101,184

合計 241,459 140,275 101,184

取得価

額相当

額

減価償

却累計

額相当

額

期末残

高相当

額

千円 千円 千円

工具器具及び

備品
280,861 155,587 125,274

合計 280,861 155,587 125,274

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

　（注）　　　　　同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内  54,650千円

１年超  94,544千円

合計     149,194千円

１年以内 41,082千円

１年超 60,101千円

合計   101,184千円

１年以内 48,292千円

１年超 76,981千円

合計 125,274千円

　（注）　未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　（注）　　　　　同左 　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料       27,819千円

減価償却費相当額     27,819千円

支払リース料     27,594千円

減価償却費相当額    27,594千円

支払リース料 55,531千円

減価償却費相当額 55,531千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について） 

同左

(減損損失について） 

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1）株式 327,522 606,960 279,437

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 97,000 91,820 △5,180

合計 424,522 698,780 274,257

　

２．時価評価されていない有価証券の主な内容

中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 10,150

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間連結貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 1,000,000 927,450 △72,550

合計 1,000,000 927,450 △72,550

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1）株式 332,680 551,939 219,258

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 332,680 551,939 219,258

　

２．時価評価されていない有価証券の主な内容
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中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 10,150

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 329,864 669,889 340,025

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 329,864 669,889 340,025

２．時価評価されていない有価証券の主な内容

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 10,150

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

 中間決算短信における開示の必要が大きくないと判断されるため開示を省略しております。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

項目
電子警報機
器事業（千
円）

電子情報伝
達機器事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 4,546,743 629,340 517,720 5,693,804 － 5,693,804

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － 31,862 31,862 (31,862) －

計 4,546,743 629,340 549,583 5,725,667 (31,862) 5,693,804

営業費用 3,395,063 596,975 553,177 4,545,215 367,230 4,912,445

営業利益（又は営業損失） 1,151,680 32,364 (3,593) 1,180,451 (399,092) 781,358

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

項目
電子警報機
器事業（千
円）

電子情報伝
達機器事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 4,374,725 466,756 4,841,482 － 4,841,482

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 4,374,725 466,756 4,841,482 － 4,841,482

営業費用 3,443,663 455,790 3,899,453 351,685 4,251,138

営業利益 931,062 10,966 942,029 (351,685) 590,343
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

項目
電子警報機
器事業（千
円）

電子情報伝
達機器事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 9,523,108 1,449,317 636,828 11,609,254 － 11,609,254

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 38,097 38,097 (38,097) －

計 9,523,108 1,449,317 674,926 11,647,352 (38,097) 11,609,254

営業費用 7,187,359 1,339,459 677,830 9,204,649 722,492 9,927,141

営業利益（又は営業損失） 2,335,749 109,857 △2,903 2,442,703 (760,590) 1,682,112

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の種類別に区分しております。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

電子警報機器事業 各種回転表示灯、散光式警光灯、各種積層式信号灯他

電子情報伝達機器事業 液晶表示機器、ＬＥＤ表示機器

その他の事業 プリント基板

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（千円）

367,230 351,685 722,492

提出会社の総務・人

事・経理部門等の管理

部門に係る費用であり

ます。

４．会計方針の変更

 （当中間連結会計期間）

 有形固定資産の減価償却方法の変更

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社の

有形固定資産の減価償却の方法を、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）は定額法）から、定額法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、

当中間連結会計期間の営業費用は、電子警報機器事業で52,451千円減少し、電子情報伝達機器事業で4,923千円

減少し、消去又は全社で8,271千円減少し営業利益は同額増加しております。

５．事業区分の変更

（前中間連結会計期間及び前連結会計年度）

 事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から２区分にしておりましたが、当

中間連結会計期間より連結の範囲が拡大したことに伴い、事業の実態を反映したより適切なセグメントとする

ため、従来の２区分の事業ではいずれの区分にも属さない事業となることから、その他の事業として新設いた

しました。その他の事業には平成18年４月に設立しました㈱ＰＨエレクトロニクスを対象としております。な

お、㈱ＰＨエレクトロニクスは重要な後発事象に記載のとおり平成18年10月31日をもって子会社ではなくなり

ました。

（当中間連結会計期間）

 事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から３区分にしておりましたが、当

中間連結会計期間より連結の範囲に含めておりました㈱ＰＨエレクトロニクスは平成18年10月31日をもって子

会社ではなくなりましたので、「その他の事業」は削除いたしました。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 5,067,746 437,913 188,144 5,693,804 － 5,693,804

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
196,357 362 689,154 885,874 (885,874) －

計 5,264,104 438,275 877,299 6,579,679 (885,874) 5,693,804

営業費用 4,304,952 401,418 748,835 5,455,206 (542,760) 4,912,445

営業利益 959,151 36,857 128,463 1,124,472 (343,114) 781,358

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 4,255,791 418,700 166,990 4,841,482 － 4,841,482

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
112,401 652 688,978 802,032 (802,032) －

計 4,368,192 419,352 855,969 5,643,513 (802,032) 4,841,482

営業費用 3,587,477 403,235 713,205 4,703,917 (452,779) 4,251,138

営業利益 780,715 16,117 142,763 939,596 (349,252) 590,343

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 10,382,848 841,286 385,118 11,609,254 － 11,609,254

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
287,990 2,328 1,352,406 1,642,725 (1,642,725) －

計 10,670,839 843,614 1,737,525 13,251,979 (1,642,725) 11,609,254

営業費用 8,608,350 795,351 1,455,084 10,858,787 (931,645) 9,927,141

営業利益 2,062,488 48,263 282,440 2,393,192 (711,079) 1,682,112

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

北米……米国

アジア…シンガポール、インドネシア、中国

３．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（千円）

367,230 351,685 722,492

提出会社の総務・人

事・経理部門等の管理

部門に係る費用であり

ます。
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 ４．会計方針の変更

 （当中間連結会計期間）

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社の

有形固定資産の減価償却の方法を、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）は定額法）から、定額法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、

当中間連結会計期間の営業費用は、日本で65,646千円減少し、営業利益は同額増加しております。

ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

北米 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高（千円） 437,913 349,942 787,855

Ⅱ　連結売上高（千円） 5,693,804

Ⅲ　連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
7.7 6.1 13.8

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

北米 アジア その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高（千

円）
419,352 776,144 248,500 1,443,998

Ⅱ　連結売上高（千

円）
4,841,482

Ⅲ　連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％）

8.7 16.0 5.1 29.8

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

北米 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高（千円） 841,286 792,769 1,634,056

Ⅱ　連結売上高（千円） 11,609,254

Ⅲ　連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
7.2 6.8 14.0

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は、次のとおりであります。

北米……米国

 アジア……シンガポール、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４．区分の変更 

 （当中間連結会計期間）

 従来、その他の地域に含めておりましたアジア地域は連結売上高に占める海外売上高の割合が当中間連結会

計期間より10％以上になったことにより、区分変更いたしました。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額  1,010.43円

１株当たり中間純利益  69.22円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
  69.00円

１株当たり純資産額  1,018.97円

１株当たり中間純利益 15.01円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
  15.01円

１株当たり純資産額  1,022.56円

１株当たり当期純利益    87.71円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
   87.46円

　当社は、平成18年１月20日付で普通

株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額    958.81円

１株当たり中間純利益    34.17円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
    33.82円

　

　  

　

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益（千円） 1,434,725 312,646 1,819,505

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
1,434,725 312,646 1,819,505

期中平均株式数（千株） 20,726 20,821 20,742

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益

中間（当期）純利益調整額（千円） －  －

普通株式増加数（千株） 65 2 59

（うち新株予約権） (65) (2) (59)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類

（新株予約権の数

300個）。

新株予約権１種類

（新株予約権の数

300個）。

新株予約権１種類

（新株予約権の数

300個）。
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．退職金制度の変更

　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成18年10月１日に適格退職年金制度より

確定拠出年金制度及び前払退職金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）

を適用する予定であります。

本移行に伴い当連結会計年度に138,000千円

の特別利益が発生する見込みであります。

２.子会社株式の譲渡

　　平成18年10月20日開催の当社取締役会にお

いて、当社の子会社であります株式会社ＰＨ

エレクトロニクスの株式の譲渡に関し、下記

のとおり決議いたしました。

（１）譲渡の理由

　　株式会社氷上製作所から当社に対して、

株式会社ＰＨエレクトロニクス株式譲渡

の申し入れがあり、両社で協議した結果、

従来合弁事業であった株式会社ＰＨエレ

クトロニクスの運営に関し、株式会社氷

上製作所が主体的に経営を行っていく方

針に転換していくことで、両社が合意し

たためであります。

（２）譲渡先

会社名　株式会社氷上製作所

本店所在地　兵庫県丹波市石生1767の7

資本金　99,000千円

（３）譲渡株式

 所有株式の全株につき譲渡を予定してお

ります。

譲渡株式数　30,600株

譲渡価額  　30,600千円

譲渡前の持株比率　51.0％

譲渡後の持株比率　　－％

 （４）譲渡予定日　平成18年10月31日

 （５）当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、軽微であります。

 

───── １．当社所有のテクノセンターの建物及び土

地を、下記のとおり売却いたしました。

 ①　売却日　平成19年６月21日

 ②　売却先　　㈱マルキ

 ③　売却価額　293百万円

 ④　当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、軽微であります。

２．平成 19年６月１日開催の取締役会におい

て、当社所有の本社の建物及び土地に関し

て下記のとおり売却決議し、平成19年６月

５日に売却契約を締結いたしました。

 ①　売却時期　平成19年11月末日まで

 ②　売却先　　大平工業㈱

 ③　売却価額　620百万円

 ④　当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、特別利益が173百

万円増加し、税金等調整前当期純利益が

173百万円増加する見込みであります。
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び
預金  4,542,060 3,606,107 3,663,432

２．受取手形  ※４ 750,653 760,009 953,608

３．売掛金  ※４ 1,864,626 1,747,951 1,835,246

４．たな卸資
産

1,693,210 1,638,651 1,707,150

５．繰延税金
資産

127,555 125,727 128,877

６．その他 150,530 155,767 858,407

７．貸倒引当
金

△1,290 △1,546 △1,546

流動資産合
計

9,127,347 42.2 8,032,669 35.5 △1,094,678 9,145,176 39.4

Ⅱ　固定資産

１．有形固定
資産

※１、
２

(1）建物 2,207,139 3,799,436 3,993,938

(2）土地 3,393,466 5,662,913 5,771,247

(3）その他 1,300,254 775,796 690,102

有形固定
資産合計

6,900,860 10,238,146 10,455,289

２．無形固定
資産

12,387 349,902 243,217

３．投資その
他の資産

(1）投資有
価証券

708,930 1,562,089 680,039

(2）関係会
社株式

4,034,201 375,005 375,005

(3）繰延税
金資産

740,787 1,921,447 2,152,484

(4）その他 134,195 180,254 170,744

(5）貸倒引
当金

△34,901 △12,000 △12,000

投資その
他の資産
合計

5,583,213 4,026,796 3,366,275

固定資産合
計

12,496,461 57.8 14,614,845 64.5 2,118,384 14,064,782 60.6

資産合計 21,623,808 100.0 22,647,515 100.0 1,023,706 23,209,959 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形  ※４ 37,692 41,895 53,793

２．買掛金  ※４ 953,320 842,993 1,226,439

３．未払法人
税等

73,153 － －

４．賞与引当
金

256,000 252,001 248,000

５．その他 485,501 453,077 735,118

流動負債合
計

1,805,669 8.4 1,589,967 7.1 △215,701 2,263,352 9.8

Ⅱ　固定負債

１．退職給付
引当金

186,856 － －

２．役員退職
慰労引当
金

37,625 35,782 48,292

３．その他 292,128 356,114 361,874

固定負債合
計

516,609 2.4 391,896 1.7 △124,713 410,167 1.7

負債合計 2,322,278 10.8 1,981,863 8.8 △340,415 2,673,520 11.5

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１．資本金   2,807,323 13.0  2,831,828 12.5 24,504  2,828,396 12.2

２．資本剰余
金

           

(1）資本準
備金

 2,822,283   2,846,702    2,843,282   

(2）その他
資本剰
余金

 168   168    168   

資本剰余
金合計

  2,822,452 13.1  2,846,871 12.6 24,418  2,843,451 12.3

３．利益剰余
金

           

(1）利益準
備金

 97,483   97,483    97,483   

(2）その他
利益剰
余金

           

別途積
立金

 12,950,000   12,950,000    12,950,000   

繰越利
益剰余
金

 593,599   1,916,609    1,713,042   

利益剰余
金合計

  13,641,083 63.0  14,964,093 66.0 1,323,009  14,760,526 63.6

４．自己株式   △131,141 △0.6  △131,404 △0.6 △263  △131,163 △0.6

株主資本合
計

  19,139,718 88.5  20,511,388 90.5 1,371,670  20,301,210 87.5

Ⅱ　評価・換算
差額等

           

１．その他有
価証券評
価差額金

  161,811 0.7  154,263 0.7 △7,548  235,229 1.0

評価・換算
差額等合計

  161,811 0.7  154,263 0.7 △7,548  235,229 1.0

純資産合計   19,301,529 89.2  20,665,651 91.2 1,364,121  20,536,439 88.5

負債純資産
合計

  21,623,808 100.0  22,647,515 100.0 1,023,706  23,209,959 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 4,714,520 100.0 4,368,192 100.0 △346,328 10,034,011 100.0

Ⅱ　売上原価 2,441,734 51.8 2,322,926 53.2 △118,807 5,264,973 52.5

売上総利益 2,272,786 48.2 2,045,265 46.8 △227,521 4,769,037 47.5

Ⅲ　販売費及び一
般管理費

1,677,271 35.6 1,615,913 37.0 △61,358 3,391,816 33.8

営業利益 595,515 12.6 429,352 9.8 △166,163 1,377,220 13.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 62,198 1.3 441,631 10.1 379,432 117,641 1.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 7,030 0.1 48,798 1.1 41,768 28,934 0.3

経常利益 650,683 13.8 822,185 18.8 171,501 1,465,927 14.6

Ⅵ　特別利益 ※３ 2,440 0.0 170 0.0 △2,270 151,287 1.5

Ⅶ　特別損失 ※４ 978 0.0 74,934 1.7 73,956 693,545 6.9

税引前中間
(当期)純利
益

652,145 13.8 747,421 17.1 95,275 923,669 9.2

法人税、住
民税及び事
業税

66,000 11,035 416,000

還付法人税
等 

－ △53,447 －

法人税等調
整額

268,335 334,335 7.1 273,986 231,574 5.3 △102,760 △1,137,033 △721,033 △7.2

中間（当
期）純利益

317,810 6.7 515,847 11.8 198,036 1,644,703 16.4
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,789,806 2,804,805 168 2,804,974 97,483 12,950,000 596,874 13,644,357 △130,992 19,108,147

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 17,517 17,477  17,477      34,994

剰余金の配当（千円）
（注）

      △310,435 △310,435  △310,435

役員賞与（千円）（注）       △10,650 △10,650  △10,650

中間純利益（千円）       317,810 317,810  317,810

自己株式の取得（千円）         △149 △149

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）
（千円）

          

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

17,517 17,477 － 17,477 － － △3,274 △3,274 △149 31,570

平成18年９月30日　残高
（千円）

2,807,323 2,822,283 168 2,822,452 97,483 12,950,000 593,599 13,641,083 △131,141 19,139,718

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

196,440 196,440 19,304,587

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円）   34,994

剰余金の配当（千円）（注）   △310,435

役員賞与（千円）（注）   △10,650

中間純利益（千円）   317,810

自己株式の取得（千円）   △149

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）
（千円）

△34,628 △34,628 △34,628

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△34,628 △34,628 △3,058

平成18年９月30日　残高
（千円）

161,811 161,811 19,301,529

 （注）平成18年６月28日の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,828,396 2,843,282 168 2,843,451 97,483 12,950,000 1,713,042 14,760,526 △131,163 20,301,210

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 3,432 3,420  3,420      6,852

剰余金の配当（千円）       △312,279 △312,279  △312,279

中間純利益（千円）       515,847 515,847  515,847

自己株式の取得（千円）         △295 △295

自己株式の取得（千円）         54 54

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）
（千円）

          

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

3,432 3,420 － 3,420 － － 203,567 203,567 △240 210,178

平成19年９月30日　残高
（千円）

2,831,828 2,846,702 168 2,846,871 97,483 12,950,000 1,916,609 14,964,093 △131,404 20,511,388

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

235,229 235,229 20,536,439

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円）   6,852

剰余金の配当（千円）   △312,279

中間純利益（千円）   515,847

自己株式の取得（千円）   △295

自己株式の取得（千円）   54

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）
（千円）

△80,965 △80,965 △80,965

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△80,965 △80,965 129,212

平成19年９月30日　残高
（千円）

154,263 154,263 20,665,651
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,789,806 2,804,805 168 2,804,974 97,483 12,950,000 596,874 13,644,357 △130,992 19,108,147

事業年度中の変動額

新株の発行（千円） 38,589 38,476  38,476      77,065

剰余金の配当（千円）
（注）

      △310,435 △310,435  △310,435

剰余金の配当（千円）       △207,450 △207,450  △207,450

役員賞与金（千円）（注）       △10,650 △10,650  △10,650

当期純利益（千円）       1,644,703 1,644,703  1,644,703

自己株式の取得（千円）         △171 △171

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
（千円）

          

事業年度中の変動額合計
（千円）

38,589 38,476 － 38,476 － － 1,116,168 1,116,168 △171 1,193,062

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,828,396 2,843,282 168 2,843,451 97,483 12,950,000 1,713,042 14,760,526 △131,163 20,301,210

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

196,440 196,440 19,304,587

事業年度中の変動額

新株の発行（千円）   77,065

剰余金の配当（千円）（注）   △310,435

剰余金の配当（千円）   △207,450

役員賞与金（千円）（注）   △10,650

当期純利益（千円）   1,644,703

自己株式の取得（千円）   △171

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

38,788 38,788 38,788

事業年度中の変動額合計
（千円）

38,788 38,788 1,231,851

平成19年３月31日　残高
（千円）

235,229 235,229 20,536,439

 （注）平成18年６月28日の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 －

 

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 －

 

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

（2）デリバティブ

　時価法

（2）デリバティブ

同左

（2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

製品・仕掛品

　総平均法による原価法

(3）たな卸資産

製品・仕掛品

同左

(3）たな卸資産

製品・仕掛品

同左

原材料

　移動平均法による原価法

原材料

同左

原材料

同左

貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建　　物　８～50年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建　　物　８～50年

 （会計方針の変更）

 従来、当社の有形固定資産の減価

償却方法として定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取得し建物（建

物附属設備を除く）については定額

法）を採用しておりましたが、平成

19年2月に三田工場にテクノセンター

を併設し、これを機に平成19年3月か

ら平成19年5月までの期間において各

有形固定資産の使用実態を調査した

結果、概ね耐用年数の各期間におい

て使用の程度がほぼ同じであり、か

つ、補修及び機能維持のための修繕

費が各期間で同程度に発生している

ことが明らかになったため、投下資

本コストを毎期平均的に負担させる

ことが経営実態をより適切に反映す

る合理的な方法であると判断し、ま

たより適切な費用配分に基づく合理

的な期間損益計算を行うために当中

間会計期間より減価償却方法を定率

法から定額法に変更しました。この

結果、従来の方法によった場合に比

べ、当中間会計期間の減価償却費は

65,646千円減少し、営業利益、経常

利益及び中間純利益はそれぞれ65,646

千円増加しています。

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建　　物　８～50年

(2）無形固定資産

定額法

　ただし、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

契約期間等に応じた均等償却

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに充てる

ため、支給見込み額のうち当中間

会計期間に負担すべき金額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに充てる

ため、支給見込み額のうち当期に

負担すべき金額を計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　なお、会計基準変更時差異（△

296,553千円）は、10年間の均等

取崩額を収益に計上する方法で処

理しております。

　また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することに

しております。

(3）     ────── (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（△

296,553千円）は、10年間の均等

取崩額を収益に計上する方法で処

理しております。

　また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することに

しております。

（追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、平成18年10月１日に適格

退職年金制度より確定拠出年金制

度及び前払退職金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。

本移行に伴う影響額は、特別利益

として138,151千円を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に充て

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に充て

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

同左

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

５．リース取引の処理方法

同左

５．リース取引の処理方法

同左

６．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等については、振当

処理の要件を満たしている場合は、

振当処理を行っております。

６．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

６．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取

引）

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性

がある外貨建金銭債権債務

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　外貨建売掛金及び買掛金残高の

範囲に限定しており、ヘッジ対象

に係わる為替相場変動リスクの

ヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　当社の利用するヘッジ手段（為

替予約取引）は、ヘッジ対象の残

高の範囲内で同一通貨により、決

済期日も同期間で行っているため、

高い有効性があると判断しており

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

７．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

７．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 ）

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号　平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号　平成17年12月9日）を適用し

ております。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、19,301,529千円であり

ます。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、20,536,439千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。
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（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度末

（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償
却累計額

          4,241,103千円                   3,385,304千円                   4,385,334千円

※２．有形固定資産の減損損
失累計額

                  195,212千円                     －千円                 342,125千円

 
　３．偶発債務

─────  次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を行っ

ております。

派特莱電子（上海）有限公司　　

32,560千円

 次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を行っ

ております。

派特莱電子（上海）有限公司　　

45,053千円

※４．中間期末（期末）日満
期手形

 中間会計期間末日満期手形、一

括決済方式及び債務引受型一括決

済方式の会計処理については、手

形交換日又は決済日をもって決済

処理しております。当中間会計期

間の末日は金融機関の休日であり

ましたが、満期日又は決済日に以

下の債権及び債務の決済が行われ

たものとして処理しております。

 受取手形      69,813千円 

 売掛金   　   11,021千円 

 支払手形      17,236千円 

 買掛金       239,904千円 

 中間会計期間末日満期手形、一

括決済方式及び債務引受型一括決

済方式の会計処理については、手

形交換日又は決済日をもって決済

処理しております。当中間会計期

間の末日は金融機関の休日であり

ましたが、満期日又は決済日に以

下の債権及び債務の決済が行われ

たものとして処理しております。

 受取手形       61,343千円 

 売掛金 　       6,391千円 

 支払手形        8,869千円 

 買掛金        149,313千円 

 期末日満期手形、一括決済方式

及び債務引受型一括決済方式の会

計処理については、手形交換日又

は決済日をもって決済処理してお

ります。当事業年度の末日は金融

機関の休日でありましたが、満期

日又は決済日に以下の債権及び債

務の決済が行われたものとして処

理しております。

受取手形  215,636千円

売掛金     6,721千円

支払手形     15,786千円

買掛金     279,261千円

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．営業外収益のうち重要

なもの

受取利息及び配当金            21,759千円                  326,096千円                27,710千円

退職給付会計基準変

更時差異処理額
            14,827千円 ─────                   14,827千円

※２．営業外費用のうち重要

なもの

不動産賃貸費用          －千円             28,754千円      　5,436千円

株式交付費          845千円             1,355千円      　1,370千円

売上割引           5,448千円                5,441千円                  10,859千円

※３．特別利益のうち重要な

もの

退職給付引当金取崩

益

───── ─────                  138,151千円

※４．特別損失のうち重要な

もの

子会社整理損 ───── ─────                  503,596千円

たな卸資産評価損 ─────                  59,223千円 ─────
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

減損損失 ───── ───── ① 減損損失を認識した資産グルー

プの概要　

　　用途　　　研究開発施設

　　種類　　　土地・建物

　　場所　　　大阪府八尾市

　　金額内訳　

　　　土地　     41,900千円

　　　建物      146,913千円

② 資産のグルーピングの方法

事業用資産については事業部

門毎に、遊休資産については個

別物件毎にグルーピングしてお

ります。

③ 減損損失を認識するに至った経

緯

当該研究開発施設は、三田工

場内に建設中でありました研究

開発施設が完成したことに伴い

当連結会計年度末において遊休

化しています。また売却契約が

平成19年６月末までには締結さ

れる見込みであり、回収可能価

額が帳簿価額を下回ることによ

り、減損損失を計上しました。

④ 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却価

額により測定しております。

　５．減価償却実施額

有形固定資産               120,347千円           115,624千円              284,774千円

無形固定資産            1,796千円             3,438千円                  4,127千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式（注） 247 0 － 247

合計 247 0 － 247

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式（注） 247 0 0 247

合計 247 0 0 247

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しよるものであります。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式（注） 247 0 － 247

合計 247 0 － 247

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

その他（工具器
具及び備品）

277,507 128,312 149,194

合計 277,507 128,312 149,194

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

その他（工具器
具及び備品）

241,459 140,275 101,184

合計 241,459 140,275 101,184

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

その他（工具器
具及び備品）

280,861 155,587 125,274

合計 280,861 155,587 125,274

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

　（注）　　　　　同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内   54,650千円

１年超  94,544千円

合計  149,194千円

１年内    41,082千円

１年超    60,101千円

合計   101,184千円

１年内     48,292千円

１年超      76,981千円

合計      125,274千円

　（注）　未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　（注）　　　　　同左 　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

(3）当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

(3）当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

(3）当期の支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料   27,819千円

減価償却費相当額  27,819千円

支払リース料     27,594千円

減価償却費相当額   27,594千円

支払リース料     55,531千円

減価償却費相当額   55,531千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について） 

同左

(減損損失について） 

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 930.42 992.09 986.44

１株当たり中間(当期)純利

益（円）
15.33 24.77 79.29

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円）
15.28 24.77 79.04

　当社は、平成18年１月20日

付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合

の前中間会計期間における１

株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 940.33円

１株当たり中間純利
益

 32.57円

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

 32.24円
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　（注）　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益（千円） 317,810 515,847 1,644,703

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
317,810 515,847 1,644,703

期中平均株式数（千株） 20,726 20,821 20,742

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（千株） 65 2 59

（うち新株予約権） (65) (2) (59)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類

（新株予約権の数

300個）。

新株予約権２種類（新

株予約権の数

300個）。

新株予約権１種類（新株

予約権の数300個）。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．退職金制度の変更

　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成18年10月１日に適格退職年金制度より

確定拠出年金制度及び前払退職金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）

を適用する予定であります。

本移行に伴い当事業年度に138,000円の特別

利益が発生する見込みであります。

２.子会社株式の譲渡

　　平成18年10月20日開催の当社取締役会にお

いて、当社の子会社であります株式会社ＰＨ

エレクトロニクスの株式の譲渡に関し、下記

のとおり決議いたしました。

（１）譲渡の理由

　　株式会社氷上製作所から当社に対して、

株式会社ＰＨエレクトロニクス株式譲渡の

申し入れがあり、両社で協議した結果、従

来合弁事業であった株式会社ＰＨエレクト

ロニクスの運営に関し、株式会社氷上製作

所が主体的に経営を行っていく方針に転換

していくことで、両社が合意したためであ

ります。

（２）譲渡先

会社名　株式会社氷上製作所

本店所在地　兵庫県丹波市石生1767の7

資本金　99,000千円

（３）譲渡株式

 所有株式の全株につき譲渡を予定して

おります。

譲渡株式数　30,600株

譲渡価額  　30,600千円

（注）帳簿価額で譲渡するため、損益 

には影響はありません。

譲渡前の持株比率　51.0％

譲渡後の持株比率　　－％

（４）譲渡予定日　平成18年10月31日

 （５）当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、軽微であります。

────── １．当社所有のテクノセンターの建物及び土地

を、下記のとおり売却いたしました。

 ①　売却日　平成19年６月21日

 ②　売却先　　㈱マルキ

 ③　売却価額　293百万円

 ④　当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、軽微であります。

２．平成 19年６月１日開催の取締役会におい

て、当社所有の本社の建物及び土地に関して

下記のとおり売却決議し、平成19年６月５日

に売却契約を締結いたしました。

 ①　売却時期　平成19年11月末日まで

 ②　売却先　　大平工業㈱

 ③　売却価額　620百万円

 ④　当該事象の業績に与える影響

 業績に与える影響は、特別利益が173百万

円増加し、税引前当期純利益が173百万円増

加する見込みであります。
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３.子会社の清算

 当社は、平成18年11月6日開催の臨時取締

役会において、当社の子会社であるトーイン

ビル株式会社を清算することを決議いたしま

した。

 （１）清算の理由

 平成18年1月20日に不動産賃貸経営のノ

ウハウを継承すること、並びにビル経営の

収支を分離させ、本業と切り離して経営管

理を行うことを主目的として全株式の取得

により子会社化したトーインビル株式会社

でありますが、半年以上経過し、大口テナ

ントの獲得による安定的な収入の実現並び

に専門管理会社による賃貸経営のアウト

ソーシング化により上記主目的は達成され

た。また同時に、連結事務作業の削減並び

に納税事務の一元化等の付帯効果も見込ま

れるため、ビルの買い取りを実施すると共

に、平成19年3月期をもってトーインビル

株式会社を清算いたします。

 （２）清算の日程

 ①平成19年1月末

 トーインビル株式会社が所有するパト

ライトビルを当社が取得

 ②平成19年3月期中

 トーインビル株式会社の解散決議

 ③平成20年3月期中

 トーインビル株式会社の残余財産の分

配と清算手続

 （３）当該事象の業績に与える影響

 当事業年度において470,000千円の特別

損失及び法人税等調整額△1,480,000千円

を計上する見込みであります。これらの結

果、当期純利益が1,010,000千円増加する

見込みであります。
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